	

	
	設置者名
	
	

	
	施設種別
	
	

	
	施設名
	
	

	 平成２３年度
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　知的障害者福祉工場運営指導提出資料
 　　　　　　                                  　　　　　　　〈記入上の注意〉
                                        　　　　　　　　　　　　 １　各表の記入に当たっては、特に説明のない限り、平成２２年度の状況を記入すること。
                                      　　　　　　　　　　　　２　該当する事項のないものについては、斜線を引くこと。
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　３　既存資料を添付する場合は、Ａ４版とすること（縮小、拡大可）。

	
	 担当者
	
	

	
	 連絡先
	 （住所）
 （TEL)
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　　（各種規程・帳簿等）
	
	運営管理に関するもの
	
	従業員の支援に関するもの
	
	会計経理に関するもの

	
	
	有
	無
	
	有
	無
	
	有
	無

	規

程
	・定数（　　年　月　日改正）
	
	
	・預り金管理規程（　　年　月　日改正）
	
	
	・経理規程（　　年　月　日改正）
	
	

	
	・運営規程（　年　月　日改正）
	
	
	・工賃管理規程（　　年　月　日改正）
	
	
	・財産目録
	
	

	
	・就業規則（　年　月　日改正）
	
	
	・服薬管理マニュアル（　　年　月　日改正）
	
	
	・貸借対照表
	
	

	
	（　年　月　日届出）
	
	
	・事故発生時対応マニュアル（　年　月　日改正）
	
	
	・資金収支計算書（内訳表を含む）
	
	

	
	・給与規程（　年　月　日改正）
	
	
	・入所者名簿
	
	
	・事業活動収支計算書（内訳表を含む）
	
	

	
	・旅費規程（　年　月　日改正）
	
	
	・入所者台帳
	
	
	・試算表（月次を含む）
	
	

	
	・防火管理規程（　年　月　日改正）
	
	
	・ケース記録
	
	
	・決算付属明細表
	
	

	帳

簿

等
	・事業計画書
	
	
	・ケース会議録
	
	
	・予算書
	
	

	
	・事業実施報告書
	
	
	・支援日誌
	
	
	・仕訳伝票
	
	

	
	・採用、昇格、昇級関係綴
	
	
	・個別支援計画
	
	
	・総勘定元帳
	
	

	
	・業務日誌
	
	
	・支援会議簿
	
	
	・金銭残高金種別表
	
	

	
	・宿日直日誌
	
	
	・看護日誌
	
	
	・預金残高証明書綴
	
	

	
	・職員会議録
	
	
	・リハビリテーション記録簿
	
	
	・現金出納帳
	
	

	
	・給食会議録
	
	
	・献立表
	
	
	・小口現金出納帳
	
	

	
	・出勤簿（タイムカード）
	
	
	・給食日誌（検食簿）
	
	
	・預金（貯金）出納帳
	
	

	
	・労働者名簿
	
	
	・嗜好調査表（調査結果表）
	
	
	・有価証券台帳
	
	

	
	・住宅届
	
	
	・入所者健康記録簿
	
	
	・預金残高証明書綴
	
	

	
	・通勤届
	
	
	・行事記録簿
	
	
	・当座勘定照合表
	
	

	
	・給与個人別支給台帳
	
	
	・面会簿綴
	
	
	・支援費請求書
	
	

	
	・給与支給明細書綴
	
	
	・外出外泊届出綴
	
	
	・物品購入伺、受払簿
	
	

	
	・職員履歴書綴
	
	
	・費用徴収本人負担原簿
	
	
	・寄付金申込書（控）、寄付金領収書（控）
	
	

	
	・出張命令書兼旅費請求書綴
	
	
	・医薬品受払簿
	
	
	・寄付金台帳
	
	

	
	・研修等復命書綴
	
	
	・健康診断結果綴（再検査結果を含む）
	
	
	・借入金台帳
	
	

	
	・時間外勤務命令簿
	
	
	・支援会議簿
	
	
	・貸付金台帳
	
	

	
	・休暇届（年次休暇・特別休暇等）
	
	
	・看護日誌
	
	
	・未収金台帳
	
	

	
	・施設内研修記録
	
	
	
	
	
	・未払金台帳
	
	

	
	・非常勤職員契約書等綴
	
	
	
	
	
	・立替金台帳
	
	

	
	・防災訓練実施計画、実施結果関係綴
	
	
	
	
	
	・前払金台帳
	
	

	
	・消防計画
	
	
	
	
	
	・未払金台帳
	
	

	
	・健康診断結果綴（再検査結果を含む）
	
	
	
	
	
	・不動産台帳（土地）
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	・不動産台帳（建物）
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	・固定資産物品台帳
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	・備品台帳
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	・給食物品購入簿（会計補助簿）
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	・給食物品出納簿（会計補助簿）
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	・貯蔵品台帳
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	・預り金台帳
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	・前受金台帳
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	・借受金台帳
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	・基本金台帳
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	・補助金台帳
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　諸規程・帳簿等の有無については、有無欄に○印を付すこと

　　　　　２　諸規程については、直近の改正年月日を記載すること（就業規則については、届出年月日も記載すること。）

※改正がない場合は策定年月日
－１－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２．　施設の概況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	   施設名
	
	 　土地
台帳の備付の有無
 　（有・無）
	 　区分
	 　自己所有地
	 　　　　借地

	   経営主体
	
	
	 施設用地
	 　　　　　　　　㎡
	 　　　　　　　　㎡
	 借上料　　　　　円

	 事業開始年月日
	   （ 昭和 ・平成 ）              年　　　　月　　　　日
	
	 作業場用地
	
	
	

	    定    員
	                  人
	    現    員
 (H23.4.1現在)
	                   人
	
	農耕・園芸用地
	
	
	

	
	
	
	
	
	 
	
	
	

	    平成２３年度の施設の運営方針（事業計画書に記載している場合は不要）

	
	
	
	
	

	
	
	 
	
	
	

	
	
	 その他・雑種地等
	
	
	

	
	
	 　　　計
	
	
	

	
	 　施設への経路（パンフレット等に記載がある場合は、それを添付して差し支えない）


　　　　（注）　「土地」の欄は、自己所有・借地の別を問わず、現在保有中のすべての土地を記入すること。なお、「作業場用地」については、施設から独立して建物がある場合に記入する
こと（台帳の備付の有無は該当項目の○のこと）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－２－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 ３．施設及び職員の状況
   　（１）建物等の状況                                    　  　  （２）職員配置の状況　                                      　　　    （平成２３年４月１日現在）    
	
	    　区　　　分
	 　室　　数
	      床 　面　 積
	
	         　　    職　　種
   区　　分
	施
設
長
	事
務
員
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導
員
	指
導
員
助
手
	看
護
師
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養
士
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	医
師
	
	
	
	
	
	
	計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 作業場
	           室
	                     ㎡
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 更衣室
	           室
	                     ㎡
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 シャワー室
	           室
	                     ㎡
	
	   配置基準数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 休憩室
	           室
	                     ㎡
	
	 現
 員
	 専従・兼務
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 食堂
	           室
	                     ㎡
	
	
	 専従・兼務
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 相談室
	           室
	                     ㎡
	
	
	 非常勤（週30時間以上)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 静養室
	           室
	                     ㎡
	
	
	 非常勤（　 〃 　未満)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 医務室
	           室
	                     ㎡
	
	
	 計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 便所
	　　　　カ所　
	                     ㎡
	          ※  「配置基準数」は「設備及び運営に関する基準」に示された職員配置数を記載すること。
 　　　　　　　また、記載のない職種については、空欄に追加記載すること。
     （３）職員採用・退職の状況

	
	 事務室
	           室
	 　　　              ㎡
	

	
	 
	           室
	                     ㎡
	

	
	 
	           室
	                     ㎡
	
	         　　    職　　種
   区　　分
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設
長
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員
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師
	栄

養

士
	調

理

員
	医

師
	
	
	
	
	
	
	 計
	

	
	 
	           室
	                     ㎡
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 
	           室
	                     ㎡

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 
	 　　　　　室
	                     ㎡
	
	  ２１年度
	   採　　　用
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 
	           室
	                     ㎡
	
	
	   退　　　職
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 
	           室
	                     ㎡
	
	
	 年度末従業者数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 
	         　室
	                     ㎡
	
	  ２２年度
	   採　　　用
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 
	           室
	                     ㎡
	
	
	   退　　　職
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 
	           室
	                     ㎡
	
	
	 年度末従業者数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 
	           室
	                      ㎡
	
	  ２３年度
	   採　　　用
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 
	           室
	                     ㎡
	
	
	   退　　　職
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	           計
	
	
	
	
	 23.4月末従業者数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	    　　　           　(注)  １  平成２３年度分は、４月末までの状況を記載すること。
 　　    　　　　　　　　　   ２　非常勤職員については（ ）書で上段に再掲すること。
         　 －３－　　　　　  ３  法人施設間の移動等については、[ ]書で上段に再掲すること。

	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４．施設の平面図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）１．施設平面図は、別途作成のうえ添付すること。　なお、既存のパンフレット等の平面図があれば、適宜補正のうえ添付して差し支えない。
２．居室については、それぞれの定員数と居室面積を記入すること。
３．屋内消火栓及び消火器の位置・避難器具の設置場所を記入すること。（避難経路を朱書きで記入のこと）　
　（記入例）　屋内消火栓　　□　
　　　　　　　消火器　　●
　　　　　　　避難器具　　△　　　
　　　４．併設施設がある場合は、その施設の平面図を位置関係がわかるようにして添付すること。　
　　　５．同一敷地内に併設以外で他の施設がある場合は、施設それぞれの位置関係がわかるような図を添付すること。
５．事務分掌表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）１．組織図を図示するとともに、職氏名、業務内容を記入したものを別途作成すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　２. 全職員分必ず記入すること。他施設との兼務内容についても記入すること。（関連施設の宿直業務等）　                                        　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　３．施設独自の表を添付してさしつかえない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－４－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　６．職員の給与等の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                                     　　　　　　　　　　　平成２３年４月１日現在
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 の
 有無
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 齢   
	最

終

学
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 有
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	経　験　年　数
	
	 　　　２　３　年４月分給与支給総額
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 現　施　設
	 他の社会
 福祉施設
 経験年数
	２２年４月分

（級号俸）

　本　　俸
	 （級号俸）
 本俸
 　　  (A)
	 　　　　　諸手当
	 合計
  (A+B)
	２２年度

の年次有給休暇の取得日数
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 就職
 年月日
	 勤続年数
	
	
	
	 特殊
 業務
	 管理
 職
	 宿・
 日直
	 扶養
	 通勤
	 住居
	 そ
 の
 他
	 小計
　(B)
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 　年　月
	 　年　月
	 ( 　　 )

円

　　　　　　
	 ( 　　 )

円
	 　

円
	 　　

円
	 　

円
	 　

円
	 　

円
	 　

円
	 　

円
	円
	 　　

円
	 　　

日
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　（注）１　本表は全職員（管理者、パートタイマー、嘱託医も含む）の状況を記入すること。
　　　　２　「専従、兼務の別」欄には、当該施設のみに常時勤務する場合を専とし、他の施設にも勤務する等ほかにも時間的拘束の伴う仕事をもっている場合は兼とする。
　　　　３　「本俸」欄は、本俸月額を記入し、級号俸を上段に（　）書すること。
　　　　４　「平成２３年４月分給与支給総額」欄について、諸手当の内訳について記入欄が不足する場合は、給与台帳の写しの添付をもって代えて差し支えないこと。　　　　　　　　　　　　
	
	 （１） 事務員の人員及び平均年齢　　　人　　歳　　平均給与額　　　　　　　　円 （Ｈ２３．４月分　本俸＋特殊業務手当＋役職手当＋資格手当＋管理職手当）（事務長は除く）
        指導員等の人員及び平均年齢　　人　　歳　　平均給与額　　　　　　　　円 （　　　　〃　　　　      〃　　　　　　　　 　　　）（指導員、指導員助手、看護師）
        調理員の人員及び平均年齢　　　人　　歳　  平均給与額                円 （　　　　〃　　　　      〃　　　　　　　　                ）（栄養士は含めない）
（注）１　非常勤職員は除く。    ２  給与額は、円未満を四捨五入し、円まで表示すること     ３　年齢は小数第２位を四捨五入し、第１位まで表示すること


（２）職員の賞与月数等（平成２２年度実績）

　　　　　　　　６月（夏期）　　　　月　　　　１２月（冬季）　　　　月　　　　その他　　　　　月　　　　計　　　　　月　　
－５－
　７．会計責任者等の任命状況                                
	
	   職　　　　名
	     氏　　　　　　　名
	 辞令交付の有無

	    会計責任者
	
	
	

	    出納職員
	
	
	

	    契約担当者
	
	
	

	    統括会計責任者
	
	
	


　８．職員（従業員を含む）の勤務条件等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 (1) 就業規則　　　　　　　　　　（策定年月日　　　　　　年　　月　　日  　労働基準監督署への届出年月日　　　年　　月　　日  ）
　 (2) 非常勤職員就業規則　　　　　（策定年月日　　　　　　年　　月　　日  　労働基準監督署への届出年月日　　　年　　月　　日  ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                                             
   (3) 就業規則の職員への周知方法
   (4) 労働基準法第３６条の協定の締結　（締結年月日　　　　　　年　　月　　日  　労働基準監督署への届出年月日　　　年　　月　　日  ）　
   (5) 給与の法定外控除　　　　　　    （該当あり　　該当なし　　　該当ありの場合、労働基準法第２４条協定を締結しているか　　締結している（　年　　月　　日）　　締結していない）
   (6) 給与の支払い方法　　　　　　    （現　　金　　口座振込　　　口座振込の場合、職員代表との協定・本人の同意はあるか　　　協定・同意している（　年　　月　　日）　していない
　 (7) 労働基準監督署による立ち入り検査状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                                             
       ・最近の立入検査年月日              　年　　月　　日             ・指摘事項及び 改善状況について
                                                                             （内容）                          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
　 (8) 宿日直の状況
　　　宿日直の許可の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宿日直の業務委託の状況
　　　

	
	　　　　　宿　　　　　　直
	　　　　日　　　　　　直
	
	　業務委託の有無
	有　・無
	委託先


	

	
	　

　　許　　可
	　　実　　態
	　　許　　可
	　　実　　態
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	巡回時間

　　　　　　巡回　　　　回


	業務委託契約書　　　有　・　無

	月１人当りの回数
	　　　　回

（　　　　）
	　　　　回

（　　　　）
	　　　　回

（　　　　）
	　　　　回

（　　　　）
	
	
	

	宿日直手当　　　
	　　　　　　円
	　　　　　　　円
	　　　　　　円
	　　　　　　　円
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	委　託　料

　　　　　　　　　　　　　　　　円

	労働基準監督署の許可（労働基準法第４１条関係）
	　昭和

　平成　　　年　　月　　日　許可
	
	
	


　　　　（参考）宿日直の許可を受けている場合における業務従事者の平均給与日額×１／３の額　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２３年４月分）
　　（注）１　１人当りの回数は、宿日直をした者の年間平均とすること。また、（　　）には各月中の宿日直回数の最も多かった者の宿日直回数を記入すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    ２  策定年月日、締結年月日、届出年月日は、直近の日付を記入すること。
－６－
　９．職員の勤務状況　（指導員・看護師・栄養士等について記入）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(1) １日の勤務形態および業務内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（職種別　　　　　　）　　　　人　　　　　
	 　　時間
 勤務
 形態
	 　時
 　０　１　２　３　４　５　６　７　８　９　10　11　12　13　14　15　16　17　18　19　20　21　22　23　24
	 　　　勤務時間
	 　始業時間
	 　終業時間

	
	
	実　　 　働
	休憩
	計
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	 早番
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 　時間　分
	 　時間　分
	 　　時間
	 　　時　　分
	 　　時　　分

	 平常
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 遅番
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 　日
 　課
	
	 引き継ぎ　（朝）　　　　時　　　　分～　　　時　　　分
 　　　　　（夕）　　　　時　　　　分～　　　時　　　分
 　　　　　（夜）　　　　時　　　　分～　　　時　　　分

	 　業
 　務
 　内
 　容
	
	


－７－
　(2) ４週間の勤務割　（２３年４月分実績）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（職種別　　　　　　　　　）
	
	 　　　　曜日
職員名
	 ４
 月
 １
 日
 金
 曜
	 ２
 日
 土
 曜
	 ３
 日
 日
 曜
	 ４
 日
 月
 曜
	 ５
 日
 火
 曜
	 ６
 日
 水
 曜
	 ７
 日
 木
 曜
	 ８
 日
 金
 曜
	 ９
 日
 土
 曜
	 10
 日
 日
 曜
	 11
 日
 月
 曜
	 12
 日
 火
 曜
	 13
 日
 水
 曜
	 14
 日
 木
 曜
	 15
 日
 金
 曜
	 16
 日
 土
 曜
	 17
 日
 日
 曜
	 18
 日
 月
 曜
	 19
 日
 火
 曜
	 20
 日
 水
 曜
	 21
 日
 木
 曜
	 22
 日
 金
 曜
	 23
 日
 土
 曜
	 24
 日
 日
 曜
	 25
 日
 月
 曜
	 26
 日
 火
 曜
	 27
 日
 水
 曜
	 28
 日
 木
 曜
	 　　　日数計
	 週平均
実労働
 時間
 合計
	 前年の年次
 有給休暇の
 取得状況
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 Ａ
	 Ｂ
	 Ｃ
	 Ｄ
	 Ｅ
	 Ｆ
	 Ｇ
	 Ｈ
	
	 保有
 日数
	 取得
 日数
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 日
	 日
	 日
	 日
	 日
	 日
	 日
	 日
	 　時間
	 　日
	 　日
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 　人
 　数
 　計
	 Ａ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 　　　　勤務形態の符号      （例）
 　Ａ＝早　番　　（　　時　　分～　　時　　分）
 　Ｂ＝平　常　　（　　時　　分～　　時　　分）
 　Ｃ＝遅　番　　（　　時　　分～　　時　　分）
 　Ｄ＝　　　　　（　　時　　分～　　時　　分）
 　Ｅ＝　　　　　（　　時　　分～　　時　　分）
 　Ｆ＝　　　　　（　　時　　分～　　時　　分）　　
 　Ｇ＝休　日
 　Ｈ＝年　休
	

	
	
	 Ｂ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 Ｃ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 Ｄ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 Ｅ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 Ｆ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 Ｇ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 Ｈ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　（注）１　本表は、直接・間接処遇職員別（又は職種別）に別葉として、全職員の勤務形態について別記の符号の区分の例にならって、それぞれの勤務形態がわかるように作成すること。
　　　　２　１職種で２枚以上となる場合は、１枚目の「人数計」欄に合計を記入すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
－８－
　　１０．職員の研修状況（平成２２年度）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	年　月　日
	研　修　名
	参　　　加　　　職　　　種
	参加者数
	研　修　内　容

	施

設

内
研
修
	
	
	
	
	

	施

設

外
研
修
	
	
	
	
	


（注）平成２２年度中に実施（受講）した研修を記入すること
－９－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１．職員会議等の実施状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	 　　会議等の名称
	 　　参　加　職　種
	 　　　実施状況
	 記録の有無
	会　　議　　等　　の　　主　　な　　内　　容
 　　　　　会議等の主な内容

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　　　　　　（注）職員会議・指導員会議・給食会議等各種会議及び各種検討委員会等の実施状況について記入すること。
　　１２．従業員の自治会・家族会組織等の状況
	 　　会の名称
	 　会員数
	 　規約の有・無
	 　　会費
 　（１人月額又は年額）
	経理事務担当者職・氏名

	
	 　　　　〔　　　　〕
	
	 　　　　　　　　　　　円
	

	
	 　　　　〔　　　　〕
	
	 　　　　　　　　　　　円
	


　　　　　　（注）１　「会員数」欄の〔　〕書には、施設職員が含まれている場合に、その職員数を記入（再掲）すること。
　　　　　　　　　 ２　「経理事務担当者名」は、施設職員が事務を行っている場合に記載すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 －１０－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  １３　従業員の支援状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(1)  従業員の状況                      
	
	№
	障害種別
	氏　　名
	男・女
	年齢
	　受給者証発行市町
	障害程度区分
	手帳等級等
	サービス
　 開始年月日
	サービス
　　終了年月日
	従業員が受けている他の障害福祉サービスの内容及び事業所名
	

	
	 １
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 ２
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 ３
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 ４
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 ５
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 ６
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 ７
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 ８
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 ９
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	10

11
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 11
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 12
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 13
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 14
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 15
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 16
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 17
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 18
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 19
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 20
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


         (注)  「サービス開始年月日」については、受給者証の切り替えに拘わらず施設における当初のサービス開始年月日を記入すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－１１－
　　　(2) 個別支援方針等の策定
	施設における従業員の支援方針について
	個別支援計画の策定（見直し）について

	
	 平成２２年度の策定（見直し）状況
 ①　状況把握の方法
 　　　○新規従業員について
 　　  ○継続従業員について
 ②　支援計画策定（見直し）時期
 　　　○新規従業員の支援計画策定
 　　　○継続従業員の支援計画見直し
 ③　支援計画策定手順・方法（会議開催状況・関係職員との協議状況等）
 ④　支援計画策定担当者及び決定者
       策定担当者：                                   決定者：



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 －１２－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　(3) 従業員の週間日程　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	
	 　時
 　６　　７　　８　　９　　10　　11　　12　　13　　14　　15　　16　　17　　18　　19　　20　　21　　22
	 

	
	 月曜日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 火曜日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 水曜日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 木曜日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 金曜日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 土曜日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 日曜日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 備　　考
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）１　施設における標準的な日課を記入すること。（食事・入浴・リハビリテ－ション・作業訓練・クラブ活動等）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２　施設で既に作成しているものがあれば、その写しに代えて差し支えない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                                              　　 　　－１３－
　
　(4) クラブ活動の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(5)　定期的な行事・地域交流の実施状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	 クラブ活動の実施方針等
	
	 　名称
	 実施時期
	 　　　　　実施内容

	
	
	 
	
	

	
	
	
	

	 クラブ
 サークル名
	 １回当たり平均参加人員
	 指導担当者
	 開催状況
	 指導者に
 対する謝
 礼の有無
	
	
	
	

	
	 　男
	 　女
	 　計
	
	
	
	
	
	
	

	
	 　　人
	 　　人
	 　　人
	
	 　　月
 　　　　　　回
 　　週
	 有・無
	
	
	
	

	
	 　　人
	 　　人
	 　　人
	
	 　　月
 　　　　　　回
 　　週
	 有・無
	
	
	
	

	
	 　　人
	 　　人
	 　　人
	
	 　　月
 　　　　　　回
 　　週
	 有・無
	
	
	
	

	
	 　　人
	 　　人
	 　　人
	
	 　　月
 　　　　　　回
 　　週
	 有・無
	
	
	
	

	
	 　　人
	 　　人
	 　　人
	
	 　　月
 　　　　　　回
 　　週
	 有・無
	
	
	
	

	
	 　　人
	 　　人
	 　　人
	
	 　　月
 　　　　　　回
 　　週
	 有・無
	
	
	
	


　　　１回当たり平均参加人員は、年間延べ人員÷年間延べ開催回数で算出　　　　　　　　　　　　　※　既に作成したもの（事業報告書等）があれば、上記に換えて添付してよい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　－１４－　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 １４　災害事故防止対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (5) 消防計画及び防火管理者の届出状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(1) 災害事故防止に対する考え方　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　 　　消防計画の届出（直近）　　　　　年　　　月　　　日　                             　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                                                        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　  　　防火管理者（職名）　　　　　　　（氏名）　　　　　　　　                 　　  
                                                                                              　　（資格取得年月日　　　年　　月　　日，　届出年月日　　　年　　月　　日）          
　(2) 重度障害者への防災上の配慮　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                                                          
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　(6) 各種消防訓練の実施状況（２２年度）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
	
　(3) 地域防災組織（消防団等）及び地域住民との連携状況
　(4) 消防設備等の状況
	区分
	 実施回数
	 実施月
	 消防署への事前届出
	 消防署の立会
	 　記録

	
	避難訓練
	 　（　）
	
	 有（　　　回）・無
	 有（　　回）・無
	 有　・　無

	
	通報訓練
	 　（　）
	
	 有（　　　回）・無
	 有（　　回）・無
	 有　・　無

	
	消火訓練
	 　（　）
	
	 有（　　　回）・無
	 有（　　回）・無
	 有　・　無

	
	施設・設備
	 　消防法令に
 　よる設備義
 　務の有・無
	 　　整備状況
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	 　　    （注）１　総合訓練として実施した場合は、上記の区分に従ってそれぞれ記入すること。
 　　    　　　２　夜間又夜間を想定した訓練を実施した場合は、右（　　）書きに再掲すること。
     　　　(7) 緊急時連絡網等の整備状況

	
	 防
 火
 設
 備
	避難階段
	 　有　・　無
	有（　　　カ所）・無
	

	
	
	避難口（非常口）
	 　　　有
	有（　　　カ所）・無
	
	自動転送システムの設置
	有・無
	緊急時連絡網等の整備
	有・無
	

	
	
	居室・廊下・階段等の内装材料
	
	適　・　不適
	(8) 消防署の立入検査の状況

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	防火戸・防火シャッター
	 　有　・　無
	有（　　　カ所）・無
	

	
	
	
	
	
	
	実施年月日
	指導指示等の内容
	改善状況
	

	
	 消
 防
 用
 設
 備
	 消　　　　　　　火　　　　　　　器
	 　有　・　無
	有（        個）・無
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	［文　書］
［口　頭］

	
	

	
	
	屋内消火栓設備
	 　有　・　無
	有（　　　カ所）・無
	
	
	
	
	

	
	
	屋外消火栓設備
	 　有　・　無
	有（　　　カ所）・無
	
	
	
	
	

	
	
	スプリンクラー設備
	 　有　・　無
	有　・　無
	
	
	
	
	

	
	
	自動火災報知設備
	 　有　・　無
	有　・　無
	
	
	
	
	

	
	
	非常通報装置
	
	有　・　無
	(9) 消防設備の保守点検の状況

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	漏電火災警報器
	 　有　・　無
	有　・　無
	

	
	
	
	
	
	
	委託による点検
	有（年    回）　・　無
	委託先
	

	
	
	非常警報設備
	 　有　・　無
	有　・　無
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	自主点検
	点検
事　項
	実施者
	

	
	
	避難器具（すべり台・救助袋）
	 　有　・　無
	有（　　　カ所）・無
	
	
	
	
	

	
	
	誘導灯及び誘導標識
	 　有　・　無
	有（　　　カ所）・無
	（10）自然災害対策について （風水害・地震等）

	
	
	防火用水
	 　有　・　無
	有　・　無
	

	
	
	
	
	
	
	防災体制の整備状況
（マニュアル等の策定）
	
	

	
	
	非常電源設備
	 　有　・　無
	有　・　無
	
	
	
	

	
	カ－テン・ジュータン等の防炎性能
	 　　　有
	有　・　無
	
	災害発生時の避難対策
（避難訓練等の実施状況）
	
	

	
	ストーブ類の形式
	 未使用 ・ 強制対流型又は同等以上 ・ それ以外
	
	
	
	

	
	
	
	


                                                                                       －１５－
  １５　従業員及び職員の定期健康診断等の実施状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(1) メチシリン耐性黄色ブドウ球菌（ＭＲＳＡ）、インフルエンザ、結核、疥せん、水虫等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　感染症等の予防対策及びその実施状況
	
	
	　　　　　　　　　(3) 職員の定期健康診断

	 　　　予防対策
	 　 　　実施状況
	
	

	
	
	
	
	期　日
	 対象人員
	 対象職種
	 検査内容
	 検査結果
	 検査機関
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	 （定期健診）
	
	 
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　　　(2) 従業員の定期健康診断
	
	
	
	
	
	
	

	
	 　期　日
	 対象人員
	  　検査内容
	 検査結果
	 検査機関
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	（生活習慣病検診）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	　要精密検査者等に対する対応状況
	

	
	
	
	
	
	
	 　　　　　(4) 食事サービス関係職員の検便の実施状況

	
	
	
	
	
	
	
	実施月
	 　実施人員
	 　実施月
	 　実施人員
	

	
	
	
	
	
	
	
	 　　　　　４　月
	 　　　人（　）
	 　　　　１０　月
	 　　　人（　）
	

	
	
	
	
	
	
	
	 　　　　　５　月
	　　　人（　）
	 　　　　１１　月
	 　　　人（　）
	

	
	
	
	
	
	
	
	 　　　　　６　月
	 　　　人（　）
	 　　　　１２　月
	 　　　人（　）
	

	
	
	
	
	
	
	
	 　　　　　７　月
	 　　　人（　）
	 　　　　　１　月
	 　　　人（　）
	

	
	
	
	
	
	
	
	 　　　　　８　月
	 　　　人（　）
	 　　　　　２　月
	 　　　人（　）
	

	
	
	
	
	
	
	
	 　　　　　９　月
	 　　　人（　）
	 　　　　　３　月
	 　　　人（　）
	

	
	　要精密検査者等に対する対応状況
	
	
	
	
	
	

	
	
	 　　　　　　　　※給食関係職員以外の者で実施している場合は（　）内に再掲すること。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－１６－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　１６．食事サービスの実施状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７．従業員の預り金等の状況（２３年４月１日現在）　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(1) 栄養量等の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　  (1) 従業員の所持金の管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	
	
	　　　　　　　　　
自己管理（保護者等を含む。）　　　　人　　施設管理　　　　人　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　(2) 従業員の所持金を自己管理している者の保管・管理の方法及び保管場所

	
	　区分
	 エネルギー
 　（Kcal)
	 たん白質
 　 (g)
	カルシウム
　 (mg)
	ビタミンＣ
　 (mg)
	 １日当たり
 単価
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	　栄養所要量
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　　保管・管理の方法
	
	

	
	１週間の１日当たり
平均栄養量　　　　　（23.4.1～4.7）　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　　保管場所
	　　
	

	
	給食に関する
方　針　等
	 ①従業員がくつろいで食事できるような配慮及び対応
 ②従業員の身体状態（咀嚼能力、健康状態等）に合わせた調理への配慮
 　及び対応
 ③食事が適温で食べられるような配慮及び対応
 ④従業員の身体状態に応じた食事のための自助具等の活用
 ⑤食堂の利用可能人員及び利用人員
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	      　(3) 従業員預り金管理規程の有無         有 ・ 無
　　　　　　   （有の場合　制定年月日　：　　　年　　月　　日）
        (4) 従業員預り金の状況

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	預り人員
               Ａ
	預り金総額
                  Ｂ
	 １人当たりの預り金
              Ｂ／Ａ
	

	
	
	
	
	
	 　現　金
	       人
	                千円
	             　 千円
	

	
	
	
	
	
	 　通　帳
	
	
	
	

	
	
	
	
	         (5) 従業員預り金の保管状況

	
	
	
	
	

	
	
	 嗜好調査
 残滓調査
	アンケ－ト・その他　　　　　実施回数　年　　回
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	保　管　責　任　者
	保　管　方　法
	

	
	
	残滓調査
	　実施の有無　　　　　　　　　有　・　無
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	区分
	職　　名
	氏　　名
	保管場所
	鍵　管　理　者
	

	
	
	 調査結果の献
 立への反映
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	職　　名
	氏　　名
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	現　金
	
	
	
	
	
	

	  　　 (2)検食の実施状況
	
	
	
	
	
	
	

	
	 区分
	食事開始時間
	検食時刻
	検食者数・職種
	記録の有無
	
	通帳等
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	印　鑑
	
	
	
	
	
	

	
	 朝食
	
	
	 　　人
	　　　　有　・　無
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	           (6)預り金現在額の確認状況と本人又は家族に対しての連絡について

	
	 昼食
	
	
	 　　人
	　　　　有　・　無
	

	
	 夕食
	
	
	 　　人
	　　　　有　・　無
	
	  施設内での現在額の確認状況
 （誰が、どのような方法で
   どのくらいの頻度で　など）
	
	

	　　　 (3)保存食の状況
	
	
	

	
	  本人又は家族への預り金残高等
　の連絡の状況（連絡方法及び１年あたりの連絡回数）
	
	

	
	 　　　種　　　　　別
	保存場所
	保存温度
	保存期間
	
	
	
	

	
	 　原材料　・　調理済食品
	
	
	
	
	
	
	


－１７－
　１７－２　従業員の預り金及び年金受給等の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２３年４月１日現在）　
	番

号

入所者氏名
　１
	区　　　　分

	預り金（貯金等）
	障害基礎年金
	その他の年金等
	

	
	
	
	級　  別
	年金管理者
	
	

	
	従　業　員　氏　名
	平成２２年３月３１日現在額
	平成２３年３月３１日現在額
	１級
	２級
	本人
	施設
	家族
	
	

	１
	
	 　　　　 　 　円
	               　　　　円
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	13
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	14
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	15
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	16
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	17
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	18
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	19
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	20
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 計
	
	
	人
	人
	人     
	人
	人
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　（注）１　従業員全員について記載すること。（該当がない者については、氏名及び年金欄を記入すること）
　　　　２　「障害基礎年金」欄には、該当する項目に○をつけること。
　　　　　　「その他の年金等」の欄には、該当するものがあれば、適宜内容を記入すること。
－１８－
　１７－３　従業員の小遣いの状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２２年度）　
	
	番

号
	従　業　員　氏　名　
	 月　平　均　金　額
	小遣いの財源
	管理方法
	備　　　　　　　　　　考
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	給　料
	年　金
	保護者等
	本人
	施設
	職員
	
	

	
	１
	
	 　　　　 　 円

　　　　　　　　
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	２
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	３
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	４
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	５
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	６
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	７
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	８
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	９
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	１０
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	１１
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	１２
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	１３
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	１４
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	１５


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	１６
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	１７
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	１８
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	１９


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	２０
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	


　（注）１「小遣いの財源」及び「管理方法」欄は該当する項目に○印を付すること。「管理方法」の「施設」は施設で集中して預かる場合 であり、「職員」は　　　職員が自分の担当入所者分を管理している場合である。

　　　　２「月平均金額」、「小遣いの財源」、「主な使途」については、小遣いを施設又は職員が管理している場合に記入すること。
－１９－
１８．秘密の保持等
	職員又は職員であった者が従業員又はその家族の秘密を漏らさないために講じている措置の概要
従業員、家族及び職員の個人情報等について外部流出しないために講じている措置の概要


１９．苦情解決
	提供したサービスに関する従業員等からの苦情に対応するための措置の内容
    苦情受付担当者職・氏名：　　　　　　　　　　苦情解決責任者氏名：　　　　　　　　
     第三者委員職・氏名：　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　（第三者委員の連絡先は掲示等で明示しているか：　している　　していない）


２０．虐待の防止
	従業員に対する虐待を未然に防止するための措置の内容（措置を講じていない場合はその理由）　　　　　　　　　　　　　　　　　虐待防止責任者職・氏名：　　　　　　　　


－２０－
　 ２１　物品購入業者等の状況　　　　
　　　(1) 物品購入業者調（年間１００万円以上の購入について記載すること）　　　　　　　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	 　区分
	 　購入品目
	 　業者名
	 　代表者氏名
	 親族等
	 　取引金額
	 　　　　　　所在地

	
	
	
	
	
	 　　　　　　円
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


　  （注）「親族等」欄には、物品納入業者が法人役員又は施設職員と親族・その他特別の関係にある場合に「○」を記入すること。
　　　(2) リース及び外部委託の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	 　リース及び委託の内容
	 　　委託契約業者名
	 親族等
	住所
	契約年月日
	 　　契約額

	
	
	
	
	
	 　　　　　　　　　　円

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　  （注）　１　本表にはリース及び外部委託（保守・保安点検を含む）のすべてを記入すること。
　　　　　　２　「親族等」欄には、物品納入業者が法人役員又は施設職員と親族・その他特別の関係にあるものに「○」を記入すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　(3) 契約の状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　一　般　競　争　入　札（　有　・　無　）　　　　指　名　競　争　入　札（　有　・　無　）　　　　随　意　契　約　（　有　・　無　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　         　契約を行ったもので、次に掲げるものについて記入すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　①　工事又は製造の請負　　２５０万円超　　　②　食料品・物品等の買入　　１６０万円超　　　③　①、②に掲げる以外のもの　　１００万円超　　　　　　　　　
	工事等の名称
	契約業者名
	親族等
	随意契約の場合
その理由
	 見積業者数
	見積業者選定基準
	 　契約額
	 契約日
	 納品日
	 検収日
	 支払日
	 　　補助金等
	 施行伺

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	   有　　 無

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	   有
   無

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	   有
   無


　　　　　　１　「親族等」欄には、契約業者が法人役員又は施設職員と親族・その他特別の関係にあるものに「○」を記入すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
－２１－
　 ２２　前回指導監査指摘事項の是正・改善状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	 　　　　前回指導監査指摘事項
	 　　　　指摘に対する回答
	 　　　　回答後の改善状況及び現状等

	 監査実施日（　年　月　日）　文書通知日（　年　月　日）
	
	


　 （注）　前回の指導監査において文書指摘された事項について記載すること。
　 ２３　施設を運営するうえでの国・県に対する要望　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	 　　　　　　　　　　国に対する要望
	 　　　　　　　　　　県に対する要望

	
	


　　　　（添付書類）　　用紙サイズ　Ａ４判　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　(1) 運営規程・就業規則・給与規程（給与表は必ず添付）・経理規程・預り金管理規程
　　　(2) 財務諸表〔資金収支計算書・事業活動収支計算書・貸借対照表・財産目録〕  ⇒    特別会計分を含む。
　　　(3) 予算書（平成２３年度）
　　　(4) 事業報告書（平成２２年度）　　                         　〔　有・無　〕
　　　(5) 事業計画書（平成２３年度）　　　　　　　　　　　　　　　　〔　有・無　〕
　　　(6) パンフレット（既存のパンフレットがある場合のみ添付）　　　〔　有・無　〕

　　　(7) 服薬管理マニュアル（誤薬発生時の対応マニュアルを含む。）　〔　有・無　〕

　　　(8) 事故発生時対応マニュアル　　　　　　　　　　　　　　　　　〔　有・無　〕

　　　(9) インターネットのホームページ（トップ頁のみ添付）　　　　　〔　有・無　〕

　　 (10) 従業員との契約書及び重要事項説明書（様式）　　　　　　　　〔　有・無　〕
－２２－
